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ファイアーウォール規制の見直し 
 

 「金融商品取引法等の一部を改正する法律」（平成 20 年法

律第 65 号、平成 20 年 6 月 6 日成立、同月 13 日公布、以下

「改正法」といいます。）によって金融商品取引法（以下「金商

法」といいます。）、銀行法、保険業法等（以下「金商法等」とい

います。）が改正され、ファイアーウォール規制の見直し及び

利益相反管理体制の構築に係る金商法等及び関係政令( )１ ・

内閣府令( )２  （平成 21 年 1 月 23 日公布）が、いずれも平成

21 年 6 月 1 日から施行されます。本Newsletterでは、このう

ちファイアーウォール規制の見直しについて取り上げてみた

いと思います。 

 

1． ファイアーウォール規制とは 

 

 ファイアーウォール規制とは、証券会社・銀行・保険会社等

金融グループ会社相互間における、役職員の兼職規制及び

顧客の非公開情報の授受の制限等を内容とした各種規制を

総称する概念をいいます。わが国のファイアーウォール規制

は、平成 5 年に金融制度改革法が施行され、従前の銀証分

離を維持しつつ、業態別子会社形態による証券会社・銀行間

の相互参入が解禁された際、相互参入により生じうる利益相

反による弊害や優越的地位の濫用を防止するため、米国の

制度を参照して初めて導入されました。その後、平成 10 年に

金融システム改革法が施行され、持株会社形態による証券

会社・銀行間の相互参入や保険会社との相互参入（業態別

子会社又は持株会社形態）が解禁された際、ファイアー

ウォール規制はこうした相互参入形態に関しても適用される

こととなりました。なお、ファイアーウォールと類似した概念に

チャイニーズウォールがありますが、チャイニーズウォール

は、同一法人内の部署間における情報障壁等（利益相反管

理体制の構築に係る具体的措置の一つとして掲げられている

取引部門の分離（改正後の金融商品取引業等に関する内閣

府令（以下「金商業等府令」といいます。）70 条の 3 第 1 項 2

号イ等））を指す概念として用いられる一方、ファイアーウォー

ルは、金融グループ内における異なる法人相互間における情

報障壁等を指す概念として用いられている点で相違します。 

 

2． ファイアーウォール規制の見直しの経緯 

 

 改正前の金商法等におけるファイアーウォール規制は、①

役職員の兼職禁止、及び②顧客の非公開情報の授受及び利

用の制限等の外形的な規制によって弊害防止を図ろうとする

枠組みを採用していました。しかしながら、平成 18 年秋以

降、わが国金融・資本市場の競争力強化が叫ばれ、金融グ

ループとしての総合的なサービスの提供を通じた顧客利便の

向上や金融グループとしての統合的内部管理の要請といった

観点から、ファイアーウォール規制の見直しを求めるべきとの

諸提言がなされてきました（平成 19 年 12 月 18 日公表の金

融審議会第一部会報告「金融審議会金融分科会第一部会報

告～わが国の金融・資本市場の競争力強化に向けて～」、平

成 19 年 12 月 21 日公表の「金融・資本市場競争力強化プラ

ン」参照）。 

 そこで、改正後の金商法等においては、顧客利便の向上や

金融グループの統合的内部管理の要請に応えるため、証券

会社・銀行・保険会社間のファイアーウォール規制について新

たな枠組みを提供する（改正後の金商法 31 条の 4、44 条の

3 第 1 項 4 号、改正後の金商業等府令 153 条 1 項 7 号、8
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号、9 号、153 条 2 項、154 条等）と共に、他方、金融機関及

び金融グループに対しては利益相反管理体制の構築を法令

上義務付けることとしました（改正後の金商法 36 条 2 項、改

正後の銀行法 13 条の 3 の 2、改正後の保険業法 100 条の 2

の 2 等( )３ ）。 

 

3. ファイアーウォール規制の見直しに係る改正のポイント 

 

 改正後の金商法等及び関係政令・内閣府令に基づくファイ

アーウォール規制の見直しにおける主な変更点は、（A）金融

グループ内（証券会社と銀行・保険会社等との間）の役職員

の兼職規制の撤廃と（B）顧客に関する非公開情報の授受及

び利用に係る規制の見直しの２点にまとめることができます。

（B）はさらに、（1）法人顧客に対するオプトアウト制度の導入、

（2）内部管理目的による情報共有の例外（及び従前のいわゆ

る当局承認制度の廃止）、及び（3）顧客情報を利用した金融

商品取引契約の締結の勧誘制限に分けられます。 

 以下では、これら改正のポイントを概説した上、平成 21 年 6

月 1 日から適用される金融商品取引業者等向けの総合的な

監督指針（以下「金商業者等向け監督指針」といいます。）及

びパブリックコメントに対する金融庁の考え方（平成 20 年 11

月 14 日公表の関係政令案・内閣府令案等に対するパブリッ

クコメント結果は平成 21 年 1 月 20 日公表、平成 20 年 11 月

14 日公表の金商業者等向け監督指針の一部改正案及び主

要行等向け監督指針の一部改正案等に対するパブリックコメ

ント結果は平成 21 年 1 月 30 日公表）を参照しつつ、実務上

の問題点をいくつか取り上げます。 

 

4． 役職員の兼職規制の撤廃 

 

 改正前の金商法下では、（1）有価証券関連業( )４ を行う金融

商品取引業者の役員（取締役、会計参与、監査役又は執行

役）が、当該金融商品取引業者の親銀行等の役職員（上記

の役員( )５ 又は使用人）を兼職すること、及び（2）これらの金

融商品取引業者の役職員が、当該金融商品取引業者の子

銀行等の役員を兼職することは、いずれも禁止されてきまし

た（改正前の金商法 31 条の 4 第 1 項、2 項）。 

 一方、改正後の金商法下では、金融機関及び金融グルー

プにおける利益相反管理体制の整備を前提に、こうした役職

員の兼職禁止に係る規定は削除され、役職員の兼職規制は

撤廃されることになります。保険業法においても、保険会社の

役員が、グループの銀行や有価証券関連業を行う金融商品

取引業者等の役職員を兼職することは禁止されてきました

（改正前の保険業法 8 条 1 項）が、改正法により、当該規定

も削除されています。但し、銀行又は保険会社の常務に従事

する取締役や執行役は、引き続き、当局の認可を得なければ

他の会社の常務に従事できない点に留意が必要です（銀行

法 7 条、改正後の保険業法 8 条 1 項）。 

 なお、第一種金融商品取引業者又は投資運用業を行う金

融商品取引業者の取締役又は執行役が、他の会社の役員を

兼職する場合には、従前通り、当局への事後届出が必要で

す（改正後の金商法 31 条の 4 第 1 項）。そして、改正法に

よって役職員の兼職規制が撤廃されることに伴い、第一種金

融商品取引業以外の有価証券関連業を行う金融商品取引

業者の取締役又は執行役についても、親銀行等又は子銀行

等の役員を兼職する場合には、当局への事後届出が必要と

なる旨の規定が新設されました（改正後の金商法 31 条の 4

第 2 項）。この事後届出に関しては、改正後の金商業等府令

31 条により、届出書の記載事項等所要の整備がなされてい

ます。 

 

5． 非公開情報の授受／利用の制限に係る規制の見直し 

 

（1） 法人顧客に関するオプトアウト制度 

 

 改正前の金商法下では、有価証券関連業を行う金融商品

取引業者（第一種金融商品取引業者に限ります。以下「証券

会社等」といいます。）が、（1）有価証券の発行者又は顧客に

関する非公開情報( )６ を親法人等・子法人等との間で授受す

ること、及び（2）親法人等・子法人等から取得した顧客に関す

る非公開情報を利用して金融商品取引契約の締結を勧誘す

ることは、書面による事前の同意( )７ その他の一定要件を満た

さない限り、原則として禁止されてきました（改正前の金商法

44 条の 3 第 1 項 4 号、改正前の金商業等府令 153 条 7 号・

8 号）。 

 改正後の金商法下では、上述の諸提言を受け、内閣府令の
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改正により、法人顧客と個人顧客とで取扱いを区別し、個人

顧客については従前通りオプトイン（非公開情報を共有される

ことについて書面により積極的に同意すること( )８ ）制度を維持

しますが、法人顧客については新たにオプトアウト（あらかじ

め非公開情報を共有する旨を通知された上で、共有を望まな

い場合に親子法人等への非公開情報の提供の停止を求める

こと( )９ ）制度を導入することとしました。かかるオプトアウト制

度においては、証券会社等又はその親法人等若しくは子法人

等が、法人である有価証券の発行者又は顧客に対して非公

開情報の提供の停止を求める機会（オプトアウトの機会）を適

切に提供している場合、当該発行者等が停止を求める申出

（オプトアウト）を行うまでは、非公開情報の提供について当該

発行者等の書面による同意があるものとみなされます（改正

後の金商業等府令 153 条 2 項）。 

 

（2） 内部管理目的による情報共有 

 

 改正前の金商法下では、特に外資系証券会社等は、内部

管理に関する業務（内部管理業務）の全部又は一部を行うた

め、弊害防止措置の適用除外のための当局承認を得た上

で、有価証券の発行者又は顧客に関する非公開情報を当該

発行者等の書面による事前の同意なく「特定関係者」との間

で授受してきました（金商法44条の3第1項但書、改正前の金

商業等府令151条、152条）。 

 改正後の金商法下では、上述の諸提言を受け、内閣府令の

改正により、内部管理目的による情報共有について当局承認

に関する規定を削除するとともに、当局承認がなくとも、当該

金融商品取引業者及び特定関係者において内部管理に関す

る業務を行う部門から非公開情報が漏えいしない措置が的確

に講じられていることを条件に、証券会社等がグループ内に

おいて内部管理目的で一定の情報を授受することを認めてい

ます（改正後の金商業等府令153条1項7号リ）。但し、①内部

管理目的で取得した非公開情報の利用は、内部管理目的で

の利用に限定され（改正後の金商業等府令153条1項9号）、

②証券会社等が内部管理目的で行う情報授受に関しては、

情報授受の相手方となる親法人等・子法人等の商号、内部管

理業務の執行の方法、内部管理業務を所掌する組織や人員

の配置を業務方法書の記載事項とし（金商法29条の2第2項2

号、改正後の金商業等府令8条6号ト）、当局においてもその

体制が把握できるようにしています。 

 ここで「内部管理に関する業務」とは、法令遵守管理、損失

の危険の管理、内部監査及び内部検査、財務、経理及び税

務に関する各業務をいいます（改正後の金商業等府令153条

3項）。法令遵守管理には、取扱い商品・サービスに関連する

法律問題の検討、顧客等からの苦情・照会等への対応、利益

相反管理及び非公開情報の管理、監督当局への対応等が含

まれます（金商業者等向け監督指針Ⅳ-3-1-4（3）①）。 

 非公開情報を「提供」できる相手方は、従前通り「特定関係

者」に限られますが（改正後の金商業等府令153条4項、改正

前の金商業等府令151条1項参照）、証券会社等が内部管理

目的で非公開情報を「受領」する相手方については、特定関

係者以外の親法人等・子法人等も広く含まれる点に留意が必

要です。 

 

（3） 顧客に関する非公開情報の利用制限 

 

 改正前の金商法下では、金融商品取引業者は全て、親法

人等・子法人等が顧客から書面による同意を得ないで取得し

た非公開情報を利用して、金融商品取引契約の締結を勧誘し

てはならないこととされていました（改正前の金商業等府令

153 条 8 号）。 

 改正後の金商法下では、①規制対象が証券会社等に限定

されるとともに（改正後の金商業等府令 153 条 1 項 8 号）、②

法人顧客についてはオプトアウト制度が適用されることとなり

ます（改正後の金商業等府令 153 条 2 項）。 

 

（4） 登録金融機関に対する規制 

 

 なお、登録金融機関( )１０ に対する上記の各種規制に関して

は、証券会社等に対する規制と対比すると、次のような異同

があります。 

 

（a） 法人顧客の非公開情報に関するオプトアウト制度につ

いては、登録金融機関には証券会社等と同様の規定

（改正後の金商業等府令 153 条 2 項）は置かれていま

せん( )１１ 。 
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（b） 証券会社等と同様の例外措置として、内部管理目的で

の非公開情報の「提供」が認められています（改正後の

金商業等府令 154 条 4 号リ）( )１２ 。 

 

（c） 親法人等・子法人等から取得した顧客に関する非公開

情報を利用した勧誘の制限についても、上記（3）の規制

対象と平仄をとり、「登録金融機関の金融商品仲介業務

に従事する役員又は使用人」に限定されることとなりま

した（改正後の金商業等府令 154 条 5 号。なお、下線

部は改正による追加箇所かつ証券会社等に対する規

制との相違箇所です）。 

 

6． 実務上の留意点 

 

（1） 法人顧客の非公開情報に関するオプトアウト制度 

 

（a） オプトアウト制度の対象となる法人顧客 

 

 オプトアウト制度の対象となる法人顧客における「法人」と

は、法人格が付与されている者をいいます。従って、国や地

方公共団体等の公法人は法人顧客としてオプトアウト制度の

対象となりますが、権利能力なき社団・財団、法人格のない

持株会、組合等は法人顧客に含まれず、情報共有に際して

はオプトインが必要です。 

 オプトアウト制度を導入する場合、全ての法人顧客を対象と

する必要はありません。グループ会社が一体となって営業を

行いたいターゲットの法人顧客だけにオプトアウトの機会を提

供し、ターゲット外の法人顧客には引き続きオプトインを利用

するといった両制度の併用も許されますが、この場合には、

どのような属性の法人顧客に対してオプトアウトの機会を提

供するか（提供しないか）の適用基準に関する情報を店舗で

掲示・閲覧に供することやホームページに掲載すること等を

通じ、各顧客において自己がオプトアウトの機会の提供を受

けるか否かを容易に認識できるようにする必要があります

（金商業者等向け監督指針Ⅳ-3-1-4（1）⑥）。 

 

（b） オプトアウトの機会の提供時期 

 

 法人顧客の非公開情報に関するオプトアウトの機会の提供

については、経過措置により、改正法の施行日（平成21年6

月1日）の１ヶ月前から行うことが可能です（「金融商品取引法

等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う金融庁関係内

閣府令の整備に関する内閣府令」附則2条2項）。 

 

（c） オプトアウトの機会の適切な提供 

 

 法人顧客に対するオプトアウト制度を導入する場合、法人顧

客に対し、オプトアウトの機会、すなわち親法人等又は子法

人等への非公開情報の提供の「停止を求める機会を適切に

提供」する必要があります（改正後の金商業等府令153条2

項）。オプトアウトの機会の提供の適切性の判断基準に関し

ては、金商業者等向け監督指針IV-3-1-4（1)が掲げる6項目

の留意事項が参考になります。主として、あらかじめの個別

通知及びホームページ等による常時掲載を併せて行うべきこ

と、個別通知の記載事項、個別通知の頻度（概ね1年以上が

経過する場合は改めて個別通知すべき）等が掲げられてい

ますが、結局のところ、情報共有を望まない法人顧客に共有

停止を求める機会を与えることとした趣旨を踏まえ、個別事

例ごとに実態に即して判断すべきものとされています。例え

ば、顧客に個別通知を一切行わない場合や、ホームページ

への掲載を行って当該ホームページのURLと問い合わせ先

のみを個別通知する場合、継続的に情報共有を行うにもか

かわらず、初回のみ個別通知を行い、その後は店舗での掲

示・閲覧やホームページの掲載による一般的な公表措置の

みを行う場合等は、基本的にはオプトアウトの機会が適切に

提供されたとはいえないでしょう。 

 オプトアウトの機会を提供する個別通知の方法に関しては、

書面のほか、Eメールやファックスにより行うことも許されます

が、金商業者等向け監督指針が「書面等により」と定めること

（金商業者等向け監督指針IV-3-1-4（1）③）に鑑み、法人顧

客に対して口頭により通知することは認められない可能性が

高いと思われます。オプトアウトの機会を提供する通知の主

体に関しては、顧客の意思を適切に確認するというオプトア

ウト制度の趣旨に鑑み、顧客から情報を入手してそれをグ

ループ会社に提供する者が自ら通知すべきと考えられます。



 

また、法人顧客に対するオプトアウトの機会の提供からその

非公開情報の授受を開始するまでに必要な期間に関して

は、個別事例ごとに実態に即して判断すべきものとされてい

ますが、法人顧客に通知が到達し、オプトアウトするか否か

を判断するのに要する期間として、例えば1週間程度とするこ

とも考えられるでしょう。 

 

（d） 法人顧客によるオプトアウトの方法 

 

 法人顧客が非公開情報の共有停止を求める方法（オプトア

ウトの方法）に関して、実務上、証券会社等が法人顧客に対

してオプトアウトの行使を書面により行うよう求めることは一

律に否定されるものではありません。しかしながら、そのオプ

トアウトの意思が確認できる限り、必ずしも書面により行うこ

とが法令上求められるものではない以上、書面による求めに

対し、法人顧客がなお口頭や電話により共有停止を求めた

場合、オプトアウトの行使ありと認定されるリスクがあります。 

 

（e） オプトアウト関連書面等の管理・保存 

 

 証券会社等は、オプトインに係る同意書面（改正後の金商

業等府令153条1項7号イ）を法定帳簿書類として作成し保存

する義務がありますが（改正後の金商業等府令157条1項2号

ハ）、同意書面を電磁的方法によって取得した場合（改正後

の金商業等府令155条1項）には、それを書面にプリントアウト

したものを法定帳簿書類として保存することも許容されます。 
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 これに対して、オプトアウトの意思確認に係る書面（例えば、

法人顧客に対して送付したオプトアウトの機会を提供する通

知の写し、法人顧客によるオプトアウトを行使する書面又は

オプトアウトを行使する電話連絡を受けた場合の業務記録

等）については、必ずしも法定帳簿書類としての保存義務は

課せられていません。しかしながら、当該書面等について

は、オプトアウト制度に基づく適法な非公開情報の共有がな

されていることを証する重要な証拠となるものですから、法定

帳簿書類に準じた厳格な管理・保存が必要となるでしょう。 

 

（f） 具体的考察―オプトイン済みの顧客に対するオプトアウ

ト機会の提供 

 

 改正法の施行前にオプトインに係る事前の書面同意を得て

顧客から非公開情報を受領した場合において、当該顧客に

対して、当該同意の対象範囲（共有対象となる情報の種類や

共有先の範囲等）が限定的であった等の理由から、証券会

社等が改めてオプトアウトの機会を与えたところ、当該顧客

から情報共有停止を求められた場合の取扱いについては留

意が必要です。改正法の施行前にオプトインにより受領した

法人顧客の非公開情報に関しては、改めてオプトアウトの機

会を提供することは必須ではありません。しかし、当該非公

開情報について改めてオプトアウトの機会を提供した結果、

当該法人顧客がオプトアウトした場合には、当該オプトアウト

の対象となった非公開情報に関しては顧客の書面による同

意があるものとはみなされなくなる結果、改めて当該顧客の

書面による同意を得ない限り、当該情報をグループ会社に対

して提供することは基本的には認められないものと考えられ

ます( )１３ 。従って、既にオプトインによる情報共有が可能な法

人顧客の非公開情報を有する場合には、当該法人顧客に対

して改めてオプトアウト機会を提供するか否か、また、オプト

アウト機会を提供する非公開情報の範囲等をどのように設定

するかについて、慎重な検討が求められるでしょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 内部管理目的での非公開情報の共有 

 

 内部管理目的での非公開情報の共有は、顧客の同意やオ

プトアウトの不行使を要件とするものではありません。従っ

て、例えば内部管理目的での情報共有について顧客の事前

の書面同意がない場合や法人顧客からオプトアウトの行使が
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あった場合であっても、内部管理部門から非公開情報が漏え

いしない措置が的確に講じられている限りにおいて、グループ

内における情報共有は許容されます。但し、私法上の守秘義

務( )１４ や個人情報の保護に関する法律に基づく規制について

は、別途留意する必要があります。 

 利益相反管理のために必要な情報の授受に関しては、証券

会社等については内部管理業務のうち「法令遵守管理」目的

での情報共有として（改正後の金商業等府令153条1項7号

リ、同条3項1号）、また、登録金融機関の金融商品仲介部門

における非公開情報の提供については改正後の金商業等府

令154条4号リに基づく内部管理業務のうち「法令遵守管理」

目的での提供及び同号ヌに基づく「対象規定」( )１５ の遵守目的

による提供としていずれも認められます( )１６ 。 

 

（3） 役職員の兼職 

 

 改正前の金商法下では、特に外資系証券会社等は、証券

会社と他のグループ金融機関の各内部管理部門における役

職員の兼職（ダブルハット）や３つ以上のグループ金融機関の

各内部管理部門における役職員の兼職（マルチプルハット）を

行うに際し、弊害防止措置の適用除外の当局承認（金商法

44 条の 3 第 1 項但書、改正前の金商業等府令 151 条、152

条）を取得することにより、顧客に関する非公開情報を当該内

部管理部門において共有可能な体制を構築していました。こ

の場合、従前は、内部管理部門における責任者レベルでの兼

職を行おうとしても、当該内部管理部門を統括する独立の責

任者（管理統括責任者）を各金融機関ごとに置く必要がありま

した（改正前の金商業者等向け監督指針Ⅳ-4-2-2-2（3）⑧ロ

等）。一方、改正後の金商法下では、当該管理統括責任者の

設置は必須ではなくなり、内部管理部門から非公開情報が漏

えいしない措置が的確に講じられている限りにおいて兼職が

許されることとなるため、内部管理業務を担当する役職員の

兼職可能性が拡大されたといえます。 

 また、改正後の金商法下では、営業部門の従業員の兼職可

能性も拡大することとなりますが、証券会社等の営業部門の

従業員が他のグループ会社の営業部門との間で兼職してい

る場合には、「一の法人等が管理する非共有情報( )１７ 以外の

非共有情報に対してアクセスできない」ための措置（金商業者

等向け監督指針IV-3-1-4（2）⑥イ( )１８ ）、兼職による優越的地

位の濫用を防止するための措置（金商業者等向け監督指針

IV-3-1-4（4））、誤認防止措置（金商業者等向け監督指針IV-

3-1-5（1）②）等の一定の措置を講じる必要があります。 

 

7． 今後の課題 

 

 ファイアーウォール規制の見直しと利益相反管理体制の構

築は相互に関連しつつ、最終的にはわが国金融・資本市場

の競争力強化を目指す制度といえますが、金融機関等にお

いては、平成21年6月1日の施行を目前に控え、金商法等に

基づく法令上の義務として明示された利益相反管理体制の

整備を進めているところでしょう。しかしながら、金融庁は、平

成19事務年度（平成19年7月～平成20年6月）以降、金融規

制の質的向上（ベター・レギュレーション）をこれからの金融行

政における大きな課題と位置付け、ルール・ベースの監督と

プリンシプル・ベースの監督の最適な組合せや金融機関の自

助努力尊重を目指して取組んでいます( )１９ 。法令、監督指針

及びパブリックコメント結果を慎重に吟味し、新しい体制を構

築していくことは不可欠ですが、利益相反管理体制にせよ

ファイアーウォール規制の見直しにせよ、完成品たる新しい

体制の形に関しては、全ての金融機関に妥当する画一的な

“one fits all”フォーマットは存在しません。各金融機関におい

ては、自社の規模・特性や自社にとってのリスクの濃淡を的

確に把握し、それに応じたメリハリある体制の構築を心がけ

たいところです。 

 

以  上 

 

 

 

                                                    

( )１   政令に関しては、金融商品取引法施行令、銀行法施行令、保険業法施行令、

資産の流動化に関する法律施行令、投資信託及び投資法人に関する法律施行令

他を含む計 15 本の政令の一部が改正されます。 

 
( )２   内閣府令に関しては、金融商品取引業に関する内閣府令、銀行法施行規

則、保険業法施行規則、企業内容等の開示に関する内閣府令、投資信託及び投資

法人に関する法律施行規則他を含む計 135 本の政令の一部が改正されます。 

( )３   その他、銀行持株会社に関する銀行法 52 条の 21 の 2、保険持株会社に
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関する保険業法 271 条の 21 の 2、外国保険会社等に関する保険業法 193 条の 2

等があります。 

( )４   有価証券関連業とは、金商法 28 条 8 項各号に掲げる行為のいずれかを業

として行うことをいいます（金商法 28 条 8 項）。 

( )５   親銀行等又は子銀行等の役員には、理事、監事その他これらに準ずる者を

含みます（改正前の金商法 31 条の 4 第 1 項、2 項）。 

( )６   非公開情報とは、①発行者である会社の運営、業務若しくは財産に関する

公表されていない重要な情報であって顧客の投資判断（金商法 2 条 8 項 11 号ロに

規定する投資判断をいいます。）に影響を及ぼすものと認められるもの、又は②自

己若しくはその親法人等若しくは子法人等の役員（役員が法人であるときは、その

職務を行うべき社員を含みます。）若しくは使用人が職務上知りえた顧客の有価証

券の売買その他の取引等に係る注文の動向その他の特別の情報をいいます（金商

業等府令 1 条 4 項 12 号）。 

( )７   改正後の金商業等府令 153 条 1 項 7 号イ及び 154 条 4 号イの規定による

「発行者等の書面による同意」に代えて、当該発行者等の承諾を得て、その同意を

電磁的方法により得ることができます。この場合、書面による同意を得たものとみな

されます（金商業等府令 155 条）。 

( )８   オプトインの定義は、金商業者等向け監督指針Ⅳ-3-1-4（1）⑥より引用。但

し、前記脚注(７)記載の通り、「書面による同意」のほか「電磁的方法による同意」も

含まれます。 

( )９   オプトアウトの定義は、金商業者等向け監督指針Ⅳ-3-1-4（1）柱書より引用。 

( )１０   登録金融機関とは、金商法 33 条の 2 の登録を受けた銀行、協同組織金融

機関その他政令で定める金融機関をいいます（金商法 2 条 11 項、金融商品取引

法施行令 1 条の 9）。 

( )１１   但し、「顧客の財産に関する公表されていない情報その他の特別な情報」の

提供及び当該情報を利用した勧誘に関しては、証券会社等と基本的に同様の規定

が置かれています（改正後の金商業等府令 123 条 1 項 18 号、24 号、2 項）。 

( )１２   なお、登録金融機関に関しては、「非公開融資等情報」（金商業等府令 1 条

4 項 13 号）に該当しない限り、非公開情報の「受領」については、もともと規制され

ていません（金商業等府令 154 条 4 号参照）。また、登録金融機関に関する金商業

等府令 154 条 4 号の適用場面における非公開情報については、前述脚注(６)の定

義に記載される情報のうち、②に記載した「顧客の有価証券の売買その他の取引等

に係る注文の動向その他の特別な情報」に限られます。 

( )１３   金融商品取引業者等向けの監督指針案に対するパブリックコメント結果 36

頁No.7 他参照。 

( )１４   顧客情報に関する金融機関の守秘義務に関しては、最高裁第三小法廷平

成 19 年 12 月 11 日決定を参照。 

( )１５   「対象規定」とは、改正後の金商業等府令 123 条 1 項 18 号ニに規定する対

象規定（利益相反管理体制整備に関する規定）をいいます。 

( )１６   なお、「顧客の財産に関する公表されていない情報その他の特別な情報」の

提供に関しても、対象規定の遵守のために必要なものに係る例外規定が置かれて

います（改正後の金商業等府令 123 条 1 項 18 号ニ、24 号ハ）。 

( )１７   「非共有情報」とは、「オプトアウトした法人顧客やオプトインしていない顧客

に係る非公開情報」をいいます（金商業者等向け監督指針IV-3-1-4（2）③）。 

( )１８   例えば、親子関係にある銀行と証券会社で営業部門の兼職を行う従業員は、

銀行又は証券会社が保有する顧客の非共有情報のいずれか一方についてのみア

クセスすることができ、両方にアクセスすることは許されないことになるでしょう。 

( )１９   金融庁のWebサイト（http://www.fsa.go.jp/policy/br-pillar4/index.html）及び

佐藤金融庁長官講演「金融規制の質的向上について（ベター・レギュレーションへの

 
取組み）」（平成 19 年 7 月 31 日）（http://www.fsa.go.jp/common/conference/danw

a/20070731.html）参照。 


